呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士登録制度要綱
  （目的）
第１条　この要綱は，市長が耐震改修工事（呉市木造住宅耐震改修助成事業補助金交付要綱（平成１７年１１月１日実施）第３条第３号に掲げる耐震改修工事をいう。以下同じ。）の設計を実施するのに適すると認めて登録した者（以下「改修設計士」という。）を公表することにより，改修設計士の市民への周知を図り，もって市民の安全な耐震改修工事の施工に寄与することを目的とする。
  （登録の効力）
第２条　耐震改修工事は，改修設計士に限り設計することができる。
  （登録要件）
第３条　改修設計士は，次に掲げる要件のいずれについても備えていなければならない。
(1) 市内に本店若しくは営業所等を有する法人若しくは個人（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による登録を受けた者に限る。）に直接雇用されている者又は当該個人事業主であること。
(2) 建築士法第４条の規定により１級建築士，２級建築士又は木造建築士の免許を受けた者であって，設計に関し３年以上の実務経験を有するものであること。
(3) 次条の呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士養成講習又は他の地方公共団体，財団法人日本建築防災協会若しくは財団法人日本建築士事務所協会の主催する木造住宅耐震改修講習（「木造住宅の耐震診断と補強方法（改訂版）」（財団法人日本建築防災協会発行）に関するものに限る。）を修了した者であること。

  （講習の開催）
第４条　呉市は，改修設計士の耐震改修設計技能の向上を図るため呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士養成講習を開催するものとする。
  （講習の受講及び修了）
第５条　前条の呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士養成講習の受講を希望する者は，受講申請書（別記第１号様式）に必要事項を記入し，市長に提出しなくてはならない。
２　市長は，前条の呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士養成講習を修了した者に対して修了証書（別記第２号様式）を交付する。
  （登録の申請）
第６条　第１条の規定による市長の登録（以下「登録」という。）を受けようとする者は，次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
(1) 呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士登録申請書（別記第３号様式。以下「申請書」という。）
(2)設計実績書（別記第４号様式）
(3) 誓約書兼同意書（別記第５号様式）
(4) 第３条３号に規定する木造住宅耐震改修講習又は第４条の呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士養成講習の修了証書の写し（当該事業者が直接雇用している者が交付を受けたものに限る。）
(5)写真１枚（申請前６ヶ月以内に撮影した正面，上半身，無帽及び無背景のものであって縦３センチメートル，横２．５センチメートルのもの）

(6)第３条第１項第２号に掲げている，建築士免許登録書の写し
（登録証の交付等）
第７条　市長は，前条各号に掲げる書類の提出があった場合は，これを審査し，耐震改修工事の設計に適した者と認めるときは，登録を決定し，呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士登録証（別記第６号様式）を交付するものとする。
２　登録証の有効期間は，登録証の交付の日から３年間とする。

３　登録証の更新は，前項による登録の有効期間満了の後も，引き続き呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士として呉市木造住宅耐震改修助成事業補助金交付要綱に基づく業務に協力しようとする者は，有効期間が満了する日の３ヶ月前から有効期間が満了する日までの間に，前条に掲げる書類と有効期間を経過した登録証を市長に提出しなければならない。
　（変更の届出）
第８条　改修設計士は，申請書の内容について変更があったときは，速やかに呉市木造住宅耐震改修助成事業設計士登録事項変更届（別記第７号様式）を市長に提出しなければならない。
  （改修設計士の公表）
第９条　市長は，改修設計士の名簿（呉市木造住宅耐震改修助成事業改修設計士登録名簿（別記第８号様式）をいう。以下同じ。）を作成し，市のホームページへの掲載その他の手段によりこれを公表することとする。
２　改修設計士の名簿には，建築士法第４条の規定により受けた免許の種類，関連する研修の受講状況，耐震改修工事の設計実績等の情報を掲載する。
  （改修設計士の責務）
第１０条  改修設計士は，耐震改修工事の設計に適しているとして登録を受けた者であることを自覚し，市民が安心して耐震改修工事の設計を依頼できるように誠意を持って良心的にその業務に当たるものとする。
２　改修設計士は，耐震改修工事の設計以外の業務を受注するために，第三者に対して登録の趣旨を偽ってはならない。
  （登録の取消し）
第１１条　市長は，改修設計士が次の各号のいずれかに該当する場合は，登録を取り消すことができる。
(1) 設計に基づき耐震改修工事を施工した木造住宅が，当該設計等のかしにより市長が必要と認める耐震性を有さないこととなった場合
(2) 建築士法その他の法令に違反した場合
(3) 前条の規定に違反した場合
(4) 改修設計士として適当でないと特に市長が認めた場合
  （再登録）
第１２条　前条各号に掲げる場合として同条の規定により登録が取り消された事業者は，当該登録の取消しの日から起算して１年を経過する日までは，再登録を申請することができない。ただし，市長が特に認めた場合は，この限りでない。
  （その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。
　　　付　則
１　この要綱は，平成１８年 ９ 月 １ 日から実施する。
２　平成２０年 ４ 月 １ 日　改正

３　平成２１年 ３ 月３１日　改正

４　平成２１年 ６ 月 ５ 日　改正
